
第 35回 医療と ICTシンポジウム（兼 地区医師会担当理事連絡会） 

次 第  

 

 

 〔日  時〕 令和 6年 3月 16日（土）15:00～17:30【ハイブリッド開催】 

於 東京都医師会館 

 

 司 会 東京都医師会 理事             目 々 澤  肇 

 〔開会挨拶〕   東京都医師会 会長             尾 﨑 治 夫 

 〔来賓挨拶〕   日本医師会 会長             松 本 吉 郎 

 

〔はじめに〕              

「医療 DX と東京総合医療ネットワークの進捗 ～地区医師会担当理事連絡会業務連絡～」 

       東京都医師会理事                 目 々 澤  肇 

 

〔特別講演〕 

「救急医療・災害医療における医療 DX」 

昭和大学医学部 救急・災害医学講座 准教授   八 木 正 晴 

 

〔講演・パネルディスカッション〕 

【在宅医療推進強化事業（24時間診療体制推進）における「デジタル技術を活用した 

医療ＤＸ」】 

1. デジタル技術を活用した医療ＤＸについて 

東京都医師会 医療情報検討委員会委員長   野 村 和 至 

 

2. 本事業における医療ＤＸに関する各地区の活動報告について 

①板橋区  （野村 和至） 

②江東区  （永田 拓也） 

③品川区  （三浦 和裕） 

④世田谷区 （太田 雅也） 

⑤豊島区  （土屋 淳郎） 

 

3.東京都在宅医療推進強化事業における MCSの機能強化について 

               東京都医師会 理事     佐 々 木  聡 

 

4.パネルディスカッション・質疑応答 

 

 〔閉会挨拶〕         東京都医師会副会長        土 谷 明 男 

 

 

主  催   東 京 都 医 師 会 

後  援   日  本  医  師  会 
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第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

「救急医療・災害医療における医療 DX」

昭和大学医学部　救急・災害医学講座 

八木　正晴

1

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

はじめに
みなさんは、普段の診療時や、災害時にどのようなテクノロ
ジーがあったら便利だと思いますか？
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第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

今回の講演の目的

救急災害医療領域におけるICTの一部を紹介する
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第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

自己紹介
1971年（昭和46年）　北海道札幌市に生まれる 

1989年（平成元年）　 北海道札幌東高等学校卒業、昭和大学医学部入学 

1995年（平成7年）　   昭和大学医学部卒業 

1995年（平成7年）  ～ 国立病院東京医療センター臨床研修医 

1997年（平成9年）  ～ 北九州総合病院救命救急センター・整形外科 

2000年（平成12年）～ 昭和大学病院救命救急センター 

2004年（平成16年）～ 河北総合病院救急部 

2006年（平成18年）～ 日本赤十字社医療センター救急部 

2009年（平成21年）～ 浦添総合病院救命救急センター救命救急センター長 

2018年（平成30年）～ 昭和大学病院救命救急センター診療科長補佐・准教授
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

浦添総合病院　救命救急センター / ドクターカー　
沖縄県ドクターヘリ
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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昭和大学病院救命救急センター

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

医療におけるICTの目的とは

• 平時であれば、病院、診療所、消防署 

• 災害時ならばDMATなどの医療チーム、保健所、県庁、自衛隊、消防組織 

→　縦割り組織を横断化するためのシステム
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

現在の通信システム
• 平時は、電話やSNS、メール、FAXが使用されていて、医療機関同士では、
いまだ電話やFAXが使用されています。 

→使用されているメリットは、個人情報の漏洩が少ない　ことだけ  
• 一回の連絡で目的が達成できれば問題ありませんが、昨今の医療事情に果た
して合っているのでしょうか？
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

救急搬送システム
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

例えば医療機関間の患者紹介の連絡も
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• 診療情報提供書 
• 添付画像の用意 
• 搬送方法の手配 
• 診療情報提供書をFAX

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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救急搬送システム
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本来東京消防庁のシステムであれば、 
救急車の密集程度はリアルタイムに 
把握しているので、適正配置は可能！

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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診療情報の共有も
まずは、契約したグループ間から



昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

医療機関・消防機関などを横断化
するためには
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

• 電子カルテ連携 
• 共有の通信システム 
• 言葉や文字だけでなく、映像の共有
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

共有の通信システムの例

•電話　→  1対１ 
•無線　→  1対複数
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IP無線機

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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IP無線機



第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

1. 無線通信 

無線免許不要 

日本全国で使用可能（携帯電話アンテナ使用） 

携帯電話の電波域帯の中で最も低い電波域帯を使用 

2. GPS 

電源を入れて、屋外（窓際でもok）に２分置くだけ 

ランニングコスト 

ボイパケ　通信料　　　　¥2,200/月 

モバロケ　アカウント料　¥   500/月 

3. 画像送信 

4. 遠隔電源on

iMESH

19

災害時でも初期に復旧する 
熊本地震でも浦添DMATチームを 
病院から後方支援しました

航空機（ドクターヘリ）など飛行中
でも使用可能！

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

モバロケ　ホーム画面
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端末毎に 
リスト表示

ランデブーポイントを表示

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

後方支援
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目的地入力

現場位置

動態の更新は
7秒



昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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モニターを映せば、バイタルサインを病院にいても把握

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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• 4画面構成

• 静止画・動画を表示選択可能

• 最大４台のカメラを表示可能

• output端子があれば接続可能

＊イメージ図



昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

動態履歴　ドクターヘリ
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

個人情報保護への配慮
• システム起動とともに時系列と画像の記録開始 
• 患者の様子を観察するだけでなく、処置への指導も可能→エアウェイスコープと接続するなど 
• 3G回線で鮮明な画像を伝送 
• システム終了（活動終了）すると画像は消去 
• サーバーへ保存された画像はIDとPWでアクセス制限されている
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

無線機や衛星電話ではだめなのか

• 省電力無線→見通し距離が短い（数百m）、遮蔽物に弱い 
• 業務用無線→警察・消防無線など。見通し距離は20kmと長いが、免許が必要 
• 衛星電話　→アンテナを衛星に向ける必要がある、雲が厚いと通信できない、 

　通信速度が遅い、使用料金が高額
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

災害時のシステム

30



第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴31

IP無線機などを通信モジュールとし
通信・安否確認・動態監視・画像伝送

を行うシステム

Infocomのエマージェンシーコール

昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

エマージェンシーコール
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第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

iMESHを使って
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昭和大学医学部　救急・災害医学講座　八木正晴

第35回医療とICTシンポジウム　於東京都医師会館　2024/03/16

まとめ
• IP無線機を使用した横断的な情報共有システムについて紹介しました 

• 我々救急医は、普段診療所などで診療している患者さんの処方や、検査結果などの
情報を夜間休日でも入手できるシステムを入手するには、電子カルテ情報の共有が
不可欠であり、現状すぐには難しい 

• 人間が、電話を使って患者さんの転院先や搬送先を探すのは増え続ける救急搬送や
高齢者を扱っていくにはもはや限界 

• 現在意識のない患者さんに限り、マイナンバーカードから診療情報を救急隊員が読
み取り、かかりつけ医療機関情報を得る試みが始まるそうです 

• 個人情報に配慮した形で、情報共有できるシステムの開発、構築が今求められてい
るICTではないでしょうか

35



東京都在宅医療推進強化事業
（24 時間診療体制推進）

デジタル技術を活用した医療DX

2024年3⽉16⽇
第35 回 医療とICT シンポジウム

東京都医師会 医療情報検討委員会委員⻑
野 村 和 ⾄

デジタル技術を活⽤した医療DX
在宅・⾃宅療養者に対する24時間診療体制整備

COVID-19 禍は、この国の社会・経済が抱えている課題を⼀気に顕在化させた。⾔ってみれば
時代の針をいっぺんに 20 年位回してしまったようなものである。 我々が想定し、備えよう
とし てきた様々な「未来」が、今突然、我々の⽬の前に現出したのである。

東京都医師会 TMA近未来医療会議 ⾹取照幸委員⻑
東京都政策企画局

2025年 → 2050年の変化
75歳以上⼈⼝︓191 → 241万⼈（1.26倍）
75歳以上単独世帯割合︓57 → 74万世帯（1.29倍）
⽣産年齢⼈⼝︓913 → 729万⼈ （0.80倍）
単純に⽀える割合は1.6倍となる（全国でも1.5倍）



⼈⼝対病床割合が低く、単独世帯⾼齢者が増え続ける東京
→近い将来での問題点とは？

○ 相対的、慢性的な病床不⾜問題 ⇒ 必要な⼈が⼊院、救急外来受診を維持できる体制
（トリアージ機能、⾃宅療養の安全かつ精度の⾼い医療提供、⾃宅看取り⽀援）

○ 医療介護のマンパワー不⾜、社会保障費増⼤の問題 ⇒ 医療介護資源の有効的活⽤
（多職種連携（タスクシフト）、医療介護情報の共有、医療介護資源の有効活⽤）

デジタル技術を活⽤した医療DX
在宅・⾃宅療養者に対する24時間診療体制整備

医療施設動態調査 2018年10⽉１⽇（厚⽣労働省）
死亡する場所の推移（東京都）

（2015 → 2019 → 2021年）
⾃宅看取り 17.3  →  18.9  →  23.7％
⽼⼈ホーム  6.6   →    9.2  →  10.8％
病院 72.0  →  67.6  →  60.9％

死亡する場所（2021年）
厚⽣労働省：⼈⼝動態調査 ⼈⼝動態統計

都道府県別1000⼈あたりの病床数

病院

⽼⼈
ホーム

⾃宅
(％)



コロナ禍での⾃宅療養者への対応 ①
東京都医師会によるオンライン診療システム

コロナ禍での⾃宅療養者への対応 ②
往診専⾨クリニック

コロナ禍では多くの医療機関が逼迫、
要⼊院患者が⾃宅療養という形で溢れた
→
地域での往診体制は回らなくなり、
夜間往診専⾨クリニック
が活躍することとなった。

しかし、平時の場合、全ての⼈に医師による初診往診が必要か？
→ そのままでは⾮効率、医療費増⼤

緩やかな逼迫に対応するためには
• トリアージ機能
• 病院間連携（後⽅ベッド、⼀時的な訪問診療提供体制）
• かかりつけ医による時間外対応（多職種との効率的な連携）

→ 本来は⼀部の企業に頼るのではなく、地域完結型を⽬指すべき



本事業における対象者は︖
対象者１
【定期通院なし、または介護認定なしの⽅】

→ 病気のない若い⽅が中⼼であり、これまで通りの病院救急外来、夜間休⽇診療での対応
【かかりつけ医あり、かつ介護認定ありの⽅】
• 24hr体制のかかりつけ医（在宅療養⽀援診療所）あり

→ 基本はかかりつけ医対応（今後の新興感染流⾏時、災害時のためにより補完的なバックアップ体制が必要）
• ⾮24hr体制のかかりつけ医あり（今後の課題）

→ 24時間でなくとも診療時間外に対応する医療機関の増加を⽬的とした⽀援
→ 緊急時に情報共有、往診依頼できる体制の構築

対象者２
【かかりつけ医あり、かつ介護認定あり＋独居でリスクの⾼い⽅】
• これまで⾒過ごされてきた⾃宅療養や⽇常⽣活リスクが⾼い⽅「認知症」、「病状不安定期」、「終末期」に

おける⾒守り機能から悪化、急変時の早期発⾒介⼊につなげる
→ 多職種（ケアマネ、家族、訪看など）による在宅モニタリングシステム

病院

24hr訪問看護
診療所

外来医・往診医

DXの⽬的：管理と効率化
（医療資源の適切な利活⽤ より安全性の⾼い医療サービスネット 対費⽤効果）

そもそも病院は
安全性と効率性が⾼い
システムをとっている

⇩

地域を⼤きな病院と⾒⽴て、
それぞれの医療資源を
整理・最適化する

デジタル技術を活⽤した医療DX
在宅・⾃宅療養者に対する24時間診療体制整備



地域レベルでの医療DXモデル案
医療資源の適切な利活⽤
【救急時のトリアージ機能】

○ 電話相談・診療

○ テレナーシング

○ 訪問看護

○ オンライン診療

○ 往診

マンパワー不⾜と費⽤抑制でも

持続可能なシステム
【家族との連携と介入】

【多職種連携（タスクシフト）】

より安全な⾃宅療養・看取り⽀援
【在宅モニタリングシステム】

ベッドマットセンサー

スマートウォッチ

PHR

【家族・多職種との情報共有ツール】

【専門医とのオンライン診療】

↑ かかりつけ医または、
かかりつけ訪問看護を想定

当番医によるオンライン診療

当番医による往診

往診専門クリニック

救急車・救急外来

入院

令和５年度 在宅医療推進強化事業
（24時間診療体制推進）の⼿引きより

【事業全体の目的】

地域において、在宅医療に取り組むかかりつけ医の確保や往診を支援する事業者等と連携することにより、24時間
診療体制の構築を図る地区医師会の取組に対し、都が必要な経費を補助することにより、地域における在宅医療の推

進強化を図ることを目的とする。

（２）デジタル技術を活用した医療ＤＸ推進事業

○ （１）に定める事業を実施する上で、医療ＤＸを推進する観点から、デジタル技術を活用した２４時間診療体制
を構築することに資する以下の取組を実施

① デジタル技術を活用した継続的な健康観察により、迅速に病状変化を察知する取組
② オンライン診療やオンライン健康相談に関する仕組みやルールの整備に関する取組
③ その他、デジタル技術を活用した24時間診療体制構築に資する取組
≪取組の具体例≫
ア 観察が必要と思われる患者に貸与して、酸素飽和度や心拍数を継続的に計測し、値が悪化した際にかかりつけ医

に通知が届くようなデバイスなど、迅速に病状変化を察知するデバイスを地区医師会で購入・調整し、（１）の

事業に参加する医療機関等に貸与する。

イ 医師が訪問診療や往診に代えて、オンライン診療を行う際に、地域の連携する看護師が患者宅を訪問して診療を

サポートする等、地域のオンライン診療やオンライン健康相談に関する仕組みやルールを整備する。

東京都保健医療局医療政策部医療政策課



板橋区における在宅医療推進強化事業

デジタル技術を活用した医療DX

2024年3⽉16⽇
第35 回 医療とICT シンポジウム

板橋区医師会
野 村 和 ⾄

プラン１︓在宅モニタリングシステム

【かかりつけ医あり、かつ介護認定あり＋独居でリスクの⾼い⽅】
• これまで⾒過ごされてきた⾃宅療養や⽇常⽣活リスクが⾼い⽅「認知症」、「病状不安定期」、

「終末期」における⾒守り機能から悪化、急変時の早期発⾒介⼊につなげる

検討事項：
＊ スクリーニング⽬的のため精度の求められる医療機器でなくてもよい
（イベント発⽣後に数⽇放置されるなどの事案を減らす、本⼈・ご家族に安⼼を与えることが⽬的）
＊ 常時のモニタリングは不可能であり、医療介護側に義務や責任は⽣じない範囲でのモニタリング
サービスであることを理解してもらう
＊ 医療機関のみではなく、多職種（ケアマネ、訪問看護など）と連携して確認する

→ 個⼈情報の管理、医療機関、多職種団体、本⼈への同意書や規約の問題



プラン１︓在宅モニタリングシステム
• PHR（Personal Health Record）：体温、⾎圧測定、パルスオキシメーターなどの医療情報を遠隔

で確認する
問題点︓測定時のみ情報が送られる
検討メーカー：Vitalook（セコム医療システム）、LAVITA（⽇本光電）、バイタルステーション

（エイチティートレーディング）
• リストバンド型活動量計：⽇常の歩数や脈拍数などの活動情報を遠隔で確認する

問題点︓充電、装着などの問題
検討メーカー：Silmee（TDK）、バイタル⾒守り（ネットフォース）

• ベッドマット下モニタリングシート：夜間の睡眠状態、体動、呼吸や⼼拍の参考値を遠隔にて観察
する
問題点︓⽇中のモニタリングができない
検討メーカー：眠りSCAN （パラマウントベッド）、センシングウェーブ（TOPPAN）

• その他：まもるーの（ZIPCARE）、LASHIC（インフィック）

在宅モニタリングシステムの実例
（80歳⼥性︓膵癌末期）

眠りSCAN（パラマウントベッド）



在宅モニタリングシステム
対象︓⾼齢独居+認知症、終末期or看取り期

Vitalook（セコム）

在宅モニタリングシステムの実例
（80歳⼥性︓膵癌末期）

MedicalCareStation（エンブレース）＋Vitalook（セコム医療システム）

緩和治療中：
痛みのコントロールは良好だが、
病気の進⾏、余⽣での⽬標設定
に精神的な不安定さが増していた

↓
オンライン診療にて
⻑年の主治医、看護師との再開



○ 地域中核病院による初診オンライン診療プラン

→初診のオンライン診療のみでは医療情報に乏しく精度が低い、さらには情報端末を持っていない方
は利用不可という問題がある

○ かかりつけ医のオンライン診療＋訪問看護ステーションとの連携プラン

まず、かかりつけ医による電話相談（再診）→

１．緊急性が高い場合は救急外来への受診勧奨

２．緊急性がない場合には電話相談（再診）にて終了

３．診察、治療が必要と判断した場合

→ 地域の24hr訪問看護ステーション（病院看護師）連携チームへ訪問依頼

訪問看護＋かかりつけ医によるオンライン診療

→医師の指示のもとに診療補助や検査を行う

プラン２︓遠隔診療 D to P with N

主治医側：
医療スタッフが現場にいるため、
より精度の⾼い遠隔診療が可能
看護師側：
主治医からの情報と指⽰により
動くため、初回であっても
安全な医療⾏為が可能
特別訪問⼿当を⽀給

プラン２︓遠隔診療 D to P with N
訪問看護＋かかりつけ医によるオンライン診療

＊情報端末を含む遠隔診療セットを事前準備

可能な検査例： ○心電図検査 ○遠隔聴診 （○咽頭・耳鏡カメラ）

 ○検査キット（心筋梗塞迅速検査、感染抗原検査、血糖測定など） 

→ 緊急往診や救急要請の必要性をかかりつけ医がオンライン診療にて判断

● 対症療法となる薬剤があれば、その場で治療も可能

（現行では往診をしても、処方箋は夜間休日の薬局を探すか、翌日薬局で処方することになる）

【このプランでの利点】

• 訪問看護とのオンライン診療のため、情報端末がない、操作ができない方でもオンライン診療が可能

• 地域での不必要な救急要請、往診を軽減（医療費抑制効果、医療資源の有効活用）

地域医療連携推進法人等を利用した

新たな地域の組織体も検討すべき



【問題点】
• かかりつけ医の時間外診療をどう広げていくのか？
• 連携する訪問看護ステーションをどう広げていくのか？
• 遠隔診療セットの管理⽅法？
• 利⽤者への同意・説明⽂書？

• 訪問看護としては事後訪問看護指⽰で対応すべきか、
 それとも事前契約を結び医療機関からの訪問看護とすべきか？
注意：医師の診療が初診である場合にはこのシステムは不可

プラン２︓遠隔診療 D to P with N

（４−1）デジタル技術を活⽤した医療ＤＸを推進する場合のイメージ
１：在宅独居の認知症患者、終末期等の病状が不安定な患者に対しては在宅患者登録による情報共有と共にケ
アマネジャーや家族と連携した在宅リアルタイムモニタリングシステム（⾎圧、体温、脈拍、酸素飽和、体動
感知など）と、半強制的に接続が可能な特殊なオンライン診療システムを⽤いて、急な変化に対しても２４時
間診療体制と連携して、医療が提供できる環境を整える。
２：診療所が夜間や休⽇、診療中で対応できない場合でも２４時間診療体制以外に、主治医が可能な限り遠隔
診療で対応できる訪問看護・デジタル医療機器・オンライン診療の地域医療連携システムをつくる。原則主治
医が⾏うが、将来的に他院からの依頼や医療情報が少ない患者の診療には電話⾃動応答サービスやWEB問診シ
ステムを想定する。まず、主治医の電話による医療相談にて遠隔診療の適応と判断した場合には、契約する２
４時間訪問看護ステーションに依頼、事前に情報端末などの遠隔診療セットを持参して訪問し、オンライン診
療、加えて遠隔診療可能な医療機器（⼼電図、聴診器、⽿鏡、咽頭カメラ等）や検査（⼼筋梗塞迅速検査、感
染抗原検査、簡易⾎糖測定や採⾎）などを⽤いて、緊急往診や救急要請の必要性を主治医が遠隔で判断できる
体制をつくる。2ヶ⽉に1回、連携上の問題点や遠隔診療の機器や検査の使⽤⽅法の確認、設定などを⾏う「医
師看護連携会」を開催し、半年に⼀度共通のテーマにおいて勉強会を⾏い円滑な連携を図る。
（４-２） 取組により期待される効果
１：在宅独居⾼齢者などにおける⾃宅看取り、急変時の迅速な対応が可能となるばかりではなく、本⼈や家族
の不安や介護負担の軽減が期待できる。
２：主治医が緊急往診できない状況であっても、オンライン診療における診療精度を看護師と連携することで
⾼めた遠隔診療体制を整えることで⼤きな利点が⽣まれる。この体制により、地域における不要な救急診療を
軽減できるとともに、軽症に対する緊急往診を減らすことによる医療費抑制効果、医療資源の有効活⽤が期待
できる。さらには薬剤を準備することで、そのままオンライン診療による治療が可能となり、治療後の反応も
遠隔診療で確認することができるため、主治医による質の⾼い遠隔診療体制が提供できる。

板橋区 事業計画書2023.8.26
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第35回 医療とICTシンポジウム

2024.03.16

江東区医師会における
在宅医療推進強化事業

永田拓也

■デジタル技術を活用した医療DX推進事業

①オンライン診療の活用

②電話自動応答システム、WEB問診の活用

③MCSを用いた患者情報共有、専門医コンサルトの取り組み

1

2
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江東区医療DX① オンライン診療の活用

ビデオ通話機能のある情報通信機器(タブレット)とバイタルセンシング機器(血圧計

、SpO2モニター、体温計、ウェアラブル・デバイス)を患家に貸与し、24時間オン

ライン診療が可能なアクセスしやすい診療体制を構築することで、より安心で質の

高い在宅療養を提供する。

江東区医療DX② 電話自動応答システム、WEB問診の活用

■電話自動応答システム(Iver)によるトリアージ

・緊急を要する電話は主治医の電話へ転送(Iver)。緊急を要さない電話はWEB問診(Symview)へ誘導。

・転送電話を受けた主治医は、状況に応じて往診もしくはオンライン診療(Symview)で対応。

3
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江東区医療DX② 電話自動応答システム、WEB問診の活用

■SymviewによるWEB問診、情報収集

・緊急を要さない相談はWEB問診(Symview)の記録を主治医が随時確認。

・Advance Care Planningや主治医意見書作成や訪問診療導入に必要な情報をWEB問診(Symview)で取

得。

今年度、区内の12医療機関が導入。

各医療機関単位でシステムを導入するため、各医療機関ごとにカスタマイズが可能。

今後、各医療機関の良い活用例を共有し、使用方法のブラッシュアップをしていく予定。

電話自動応答システム(Iver)、 WEB問診、オンライン診療(Symview)の導入

A医院 B医院 C医院
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江東区医療DX③
Medical Care Stationの活用
ー患者情報共有ー

江東区では、主治医が往診対応できない場合、副主治医が往診代行を行うシステムを構築。

主治医と副主治医が患者情報を共有する際、MCSを活用。

副主治医

江東区医療DX③
Medical Care Stationの活用
ー専門医コンサルトー

各専門医コンサルトグループを作成。

MCSを通じて各専門医へ気軽にコンサルト。
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■デジタル技術を活用した医療DX推進事業

①オンライン診療の活用

②電話自動応答システム、WEB問診の活用

③MCSを用いた患者情報共有、専門医コンサルトの取り組み
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•

•

40代 男性 90代 女性
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インターネット
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第 35 回 医療と ICT シンポジウム

【 在宅療養者等に対する医療⽀援強化事業 】
24時間診療体制構築事業

デジタル技術を活⽤した医療DX推進事業

2024年3月16日
世田谷区医師会 副会⻑ 太田雅也

世田谷区の現状
世田谷区人口 917705 人 （ 外国人人口 20977人 ）
⾼齢化率 65歳以上 186918 人 ( 20.40％ ） 単身世帯 + ⾼齢者のみ世帯 ＝7割超

75歳以上 103959 人 ( 11.33％ ） 単身世帯 + ⾼齢者のみ世帯 =7割超
90歳以上人口 15798 人 （ 1.72％ ）
100歳以上人口 590 人 （ 0.06％ ）

要介護認定者数 41463 人 ( 22.3％ ）
認知症患者 24681 人以上 （ 65歳以上 約 13.2％ ）（介護保険認定審査より推計）

(但し、介護認定を受けていない、または若年性認知症の⽅は含まない。
そのため、実際の認知症の⽅はもっと多い)

障害者数 46080 人 （ 総人口に占める割合 5.0% ）令和5年4月1日現在
⾝体⼿帳所持者＋愛の帳所持者（重複所持者数を除く）＋⾃⽴⽀援医療費（精神通院医療）＋難病

死亡統計 令和4年度 7804名
１位 がん 24.8 ％ ２位 ⽼衰 15.1％ ３位 心疾患（除⾼血圧症）13.5％ ４位 脳血管疾患 5.7％

世田谷区総医師会員数 1137 人 （ 加⼊率 49.6 ％ 医師数2288名 ）
世田谷区医師会員数 801  人 ( A会員 544 人 ＋ B会員 257 人 )
（玉川医師会会員数 336 人 ( A会員 210 人 ＋ B会員 126 人 )
世田谷区医療機関数 907 機関 ( 27 病院 / 5417床 + 880 診療所 ）
在宅療養⽀援診療所 135 ヶ所
在宅療養⽀援病院 4 ヶ所
在宅療養後⽅⽀援病院 4 ヶ所
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かかりつけ医が在宅医療を提供を⾏う場合の課題

・治療環境の確保（多職種連携）
・専門外診療
・後⽅⽀援病院・連携医療機関の確保
・かかりつけ医による24時間管理

救急医療提供体制の構築、グループ診療の実施、医療機器の共同利⽤等の
医療機関の連携の取組が、地域で個々の医療機関の⾃主的な取組に委ねら
れている

特に24時間管理、夜間休日の対応は⼀般かかりつけ医が在宅医療を始めるにあ
たり最も大きな課題の1つである。24時間管理のために週末・夜間に当直医・
事務を1年間雇⽤した場合、2000万円近くの人件費がかかると試算される。

地域における24時間診療体制の現状と問題点

連携上の課題

・医療機関同⼠の規模や管理⽅法の違い
・連携医療機関との情報共有⽅法
・事務調整
・医師が複数所属する医療機関では雇⽤条件に関する課題
・かかりつけ医（主治医）以外の看取り
・相性

等もあり実連携には課題が山積しており、保険上の優遇を受けるための
連携にとどまっているケースがあると考えられる

地域における24時間診療体制の現状と問題点

3
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世田谷区医師会における、かかりつけ医のための在宅医療24時間サポート
体制構築上の課題

・エリアが広く、居宅及び施設在宅患者が多い
・在宅医療を提供する医療機関が多いが、外来も⾏う1⾺⼒の医療機関が多く、

24時間管理に大きな課題を抱えている。
・在宅医療中心の医療機関は24時間管理を⾃院で管理できる。

⼀⽅で数が少なく、⾃院の患者管理で精⼀杯なことが多い
・協⼒医不⾜や⼀部の医療機関への負荷の集中
・医師会事務局への業務負荷
・⾏政、保健所の連携・協⼒

等が同様に課題となっている。

地域における24時間診療体制の現状と問題点

コロナ禍で構築された地区医師会ごとの⾃宅療養者医療⽀援体制

これまでの在宅医療における課題であった、
・事務局機能 ・情報管理体制 ・24時間医療⽀援体制（特に夜間・休日）
を世⽥⾕区保健所が医師会と連携のもとで統括、機能の⼀部を世⽥⾕区が外部委託など⾏うことで、これらの課題を解決
することとなった。

5
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24時間診療体制推進事業

特養・施設
夜間の急変、看取りなど

かかりつけ医

多職種
訪問看護、ケアマネ、
薬剤師、リハビリ等

報告

機器の貸与

デジタル技術を活⽤した医療DX推進事業

かかりつけ医・配置医 不在など、オンライン相談

架電

平日日中対応
会員委託医療機関

患 者

往診状況報告

往診対応

協議会
世田谷区・保健所

協 議

往診対応 夜間休日対応
委託医療機関

世田谷区医師会
玉川医師会

夜間休日
対応

医師会
診療所

バイタル
センシング

機器
購⼊・貸与

オンライン
診療・

電話相談

施設医
訪問診療医

機器 貸与

往診依頼

架電（患者専⽤回線）

架 電
（かかりつけ医 専⽤回線）

依頼転送 在宅
寝たきり、看取りなど

かかりつけ医不在など、オンライン相談

機器の貸与

利⽤報告

情報共有

往診状況報告

在宅医療強化推進事業 今期から開始予定のフローチャート

在宅医療強化推進事業 今期から開始予定のフローチャート

7

8



2024/3/11

5

２４時間診療体制推進事業 対応フローチャート

世田谷区医師会・玉川医師会
夜間休日

医師会診療所

往診⽀援事業者等

患者・医療機関・施設

⼊電

夜
間
休
日
転
送

⾃動電話転送システムの導⼊

ビジネスホン１機とトビラフォン（ガイダンス他）の合計、1,676,070円

夜間休日対応委託医療機関
平日 ︓18時〜6時
土日祝 ︓24時間（6時〜6時）

医師会開館︓10時〜19時

平日 ︓18時転送〜6時転送解除
土日祝 ︓ 6時転送 〜6時転倒解除
6時〜10時（ガイダンス案内）

日
中
転
送
解
除

・日中 医師会
↓↑ ⾃動転送・案内システム

・夜間・休日 往診⽀援事業者

9
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在宅医療強化推進事業 今期から開始予定のフローチャート

デジタル技術を活⽤した医療DX推進事業

・遠隔地の患者生体データをリアルタイムで診療⽀援プラットフォーム
に⼊⼒・収集・蓄積し、医師や看護師が患者さんの状態を確認し、目的に
沿ったデータ表示から患者情報を共有することによって、医師の負担軽減
や診療の質的向上を目的とします。

・今回の事業ではセコム（株）の遠隔診療⽀援
プラットフォーム（バイタルック）を採用し、
対象として特養などの⾼齢者施設利⽤者に対
し使用を希望する施設医に貸与します。

事業内容

11
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医師会でバイタルセンシング導⼊時のポイント
定期使⽤料が利⽤者数に応じたvolume性と定額制か︖

volume制︓初期費用・ランニングコストが抑えられる傾向がある。利用者管理等が必要。
定額制 ︓初期費用・タンニングコストが割り⾼な傾向がある。利用者管理等が不要。

バイタルセンシング導⼊

バイタルセンシング導⼊

利⽤管理等が不要（医師会事務局・施設医等に負担の少ない）の
定額制のシステムを導⼊

初期設定費⽤ 10セット ¥ 518,000
年間利⽤料 10セット ¥ 2,472,000
機器導⼊費⽤ 10セット ¥ 4,110,000
・パルスオキシメータ ・ BLE内蔵血圧計 ・非接触体温計 ・ BLE内蔵体温計 ・電子聴診器 ・聴診⽤ヘッドホン
・外付けLEDカメラ ・外部接続⽤アダプタ ・医師側PC⽤カメラ ・医師側PC⽤ヘッドセット
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夜間・休日のオンライン診療・相談案

往診支援事業者

Point

・日中については各医療機関・医師会連携医療機関での対応
・夜間・休日については往診⽀援事業者の連携医療機関での対応
（処⽅箋等は往診⽀援事業者の提携薬局等へ依頼）

情報共有システム

バイタルセンシング

特養・ホーム・在宅
特養⼊居、寝たきり、

夜間の急変、看取りなど

かかりつけ医
・

事業参画
医療機関

多職種
訪問看護、ケアマネ、
薬剤師、リハビリ等

オンライン

報告

オンライン

機器の貸与

情報共有システム 案
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・かかりつけ医機能・在宅医療の役割を考えた場合、理想的には地域包括ケアシステムのもと、
かかりつけ医による包括的医療（24時間管理）の提供の必要性はこれまでも議論されてきた。

・⼀⽅、社会保障費の増大、少子⾼齢化による⽣産年齢層の減少、医師の働き⽅改⾰などが進められており、
医療の効率化や医療資源の集約も重要になっている。

・都⺠が考える現実的なかかりつけ医に求めるものとは︖
東京都では豊富な医療資源と医療の専門分化が特に進んでいる。
⼀人かかりつけ医のみに24時間管理・救急医療すべてを望んでいるのか︖、可能と考えているのか︖
などについて改めて評価・議論する必要がある。

・地域包括ケアシステムの観点から地域単位で24時間医療提供体制の構築を考える必要があり、
⾏政・保健所と連携・⽀援のもと地区医師会レベルでのネットワークの構築が重要と思われる。

・大都市圏において地域単位で24時間医療提供体制の構築を考えた場合、
大都市の豊富な医療資源を活すすることが必要。機動性の⾼い大規模在宅医療機関等と信頼関係構築下、
タスクシェアによる24時間医療提供体制の構築も⽅法の⼀つと考えられる。

・⼀⽅でかかりつけ医側からは、これらの医療資源・医療機関との連携について診療実態等に関する情報
が少ないことなど、連携において情報の共有が重要と考える。

かかりつけ医による24時間診療体制の現状と問題点
Megacity 東京を考える
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©LAYERED Inc.

患者・家族

東京都在宅医療推進強化事業

【豊島区医師会】 緊急対応DX運用フロー

２４時間緊急体制

訪問看護師 当番医 かかりつけ医

豊島区医師会

情報入力依頼
電話番号通知

登録報告

患者情報
管理

Symview

保険証情報等

情報登録

患者登録/
更新

夜間等
緊急時に電話

自動
転送

Iver

a.指示のみ→カルテ記載
b.医師の判断の要否
c.医師の診療の要否

診療等

自動
転送

Iver

緊急電話

内容確認/対応
/カルテ記載

a.看護師への指示のみ
b.患者への電話対応
c.往診/オンラインの判断

カルテへ
記録

緊急対応フロー

在宅医療相談窓口

報告

地域
カルテ

モバカル

モバカル

地域
カルテ

連携

オンライン診療

Symview
※次フェーズで、DtoPwN等
の三者リモート対応機能
搭載

看護記録を記載

MCSに
報告

休日診療所
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東京都在宅医療推進強化事業における

MCSの機能強化について

公益社団法人 東京都医師会

理事 佐々木 聡
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東京都在宅医療推進強化事業における
情報共有ツール（ICTシステム）は？

• 東京都在宅医療推進強化事業は、3年後には

各自治体（区・市）毎の事業となる

• 東京都全体が統一したシステムで繋がることが望ましい

• 東京都の多くの地域でMedical Care Station（MCS）が

使われている

東京都医師会 地区医師会 一覧

3
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東京都におけるMCS採用状況

東京都におけるMCS採用状況

5
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在宅医療推進強化事業に
MCSを利用する場合

・ MCSは［患者グループ］を中心とした
多職種連携のためのコミュニケーションツール

・ 管理者が、グループの作成・関係者の招待
・ 定常的な業務、特定のメンバーによる運営に向いている

△ 突発的な事象、臨時的なメンバーの参加には不向き

在宅医療推進強化事業に利用するためには、
MCSの機能強化が必要であろう

MCSの機能強化に関する共同開発の提案

MCSの機能強化を、各地区医師会が個別に行うのではなく、
それぞれの意見を集約し、エンブレース社に提案、
開発費用は各地区医師会で案分してはどうか？

効率的な機能強化のための共同開発

7
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MCSの機能強化に伴う
共同開発に関する意向調査

Q１．東京都在宅医療推進強化事業の参加状況について

Q２．東京都在宅医療推進強化事業におけるMCSの利用について

Q３．東京都在宅医療推進強化事業の事業概要について

Q４．東京都在宅医療推進強化事業におけるMCSの機能の問題点

Q５．MCSの機能強化について

Q６．MCSの機能強化に伴う共同開発について

Q７．MCSの機能強化に伴う協議について

Q８．自由意見

全体回答率 60％（33/55）

Q1．東京都在宅医療推進強化事業の参加状況について
・参加している 21（63%）
・参加していない 7（21%）
・検討中 5（15%）

Q2 ．東京都在宅医療推進強化事業におけるMCSの利用について
・利用するまたは検討中 18（54%）
・利用しない 8（24%）
・回答なし 7（15%）

Q3 ．東京都在宅医療推進強化事業の事業概要について
・かかりつけ医と当番医の情報連携、患者情報の共有
・往診前の情報収集、対応後の情報共有
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Q4 ．東京都在宅医療推進強化事業におけるMCSの機能の問題点
・当番医を登録する手間、当番医グループの一括登録
・電子カルテとの情報共有、他のツールとの連携
・セキュリティ対策、個人情報保護
・ワンタイムパスワード機能(救急・緊急時にも利用)

Q5 ． MCSの機能強化について（在宅医療推進強化事業以外）
・エンブレース社より別途Q&A

Q6 ． MCSの機能強化に伴う共同開発についての意見
・共同開発によりコスト負担の軽減が期待できる
・共通の基盤が開発できることは大変有難い
・様子をみてから参加を検討したい

Q6 ． MCSの機能強化に伴う共同開発についての意見（続き）
・MCSのみ開発費用を援助するというのはいかがなものか
・事業参加していない医師会に費用負担が及ばないように

していただきたい

※ 在宅医療推進事業におけるMCSの機能強化については、
各地区医師会とエンブレース社との個別契約であり、
特定の対象に対する援助ではない

※ 共同開発の提案は、MCSの機能強化を進める上での
手間や無駄を少なくするための方策
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Q7 ． MCSの機能強化ついて協議するグループに参加しますか？
・参加を希望する 13（45%）
・参加を希望しない 13（45%）
・その他 3（10%）

MCS上に会議室を設置し、意見交換・情報共有

検討中のMCSの機能強化

【当番グループ一括招待機能】
・24時間診療体制確保のために、主治医に代わり

当番医等が対応するスキームを想定

・複数の患者グループにいちいち関係者を招待するのは面倒

・そこで、当番医等のグループ（当番グループ）を作成し、
その当番グループを一括して招待する機能を提案

・当番グループ内のメンバーに変更が生じた場合でも、
グループ内の変更のみで、それぞれの患者に対し
招待し直さなくても済む
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MCS当番グループ一括招待機能（仮称）概要

Copyright© Embrace Co., Ltd. All Rights Reserved.

・患者グループに、一括メンバー招待・登録できる機能をバージョン１として提供。
・２０２４年度にバージョン１の検証を行い、２０２５年度にバージョン２として機能強化。
・各地区医師会で利用できる共通機能として提供（地区医師会ごとの個別開発は行わない）。
・地区医師会は初期開発費用分のみ負担（２０２６年度以降の月額費用無料提供）。

※上記画面は、自由グループを活用した場合の一括招待する画面遷移ですが、実装する機能は使い勝手を
十分考慮して検討していきますので、このイメージと異なる場合があります。

MCS機能強化の今後

• MCSの基本はコミュニケーションツール

• 電子カルテとの情報共有、他のツールとの連携
など、さまざまな機能強化の希望がある

• MCSとしてのポリシー、開発のコストもあり
ヒアリングを行った上で開発に着手

• 在宅医療推進強化事業に関わる機能強化に
ついては、関係者間で協議
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